


















　Consequently,… a… study…was…made…on…how… the… transformation…of…Owner-
Operator…Attributes… through…quantitative… evaluation,… based… on… appraisal…
standards,… could…effectively…enhance…profitability… (management… capability)…
results.
　The…determining…points…were… to…clarify… the… following:… (a)… transformation…
of…Owner-Operator…Attributes… can… substantially… contributes… to… corporate…
restructuring,… (b)…the…degree…of…transformation…of…Owner-Operator…Attributes…
































































































































































































































（1）…サンプル企業 30 社の内、再生企業 15 社（V字回復企業 6社　黒字化企業 9社）
… 停滞企業 10 社、破綻企業 5社である。
（2）…サンプル企業の業種別分類は表 2の通りである。なお、2業種（製造業・卸業）併業企業
が 1社あるため合計が 31 になっている。
表 2　サンプル企業の業種内訳
再生企業 停滞企業 破綻企業 計
製造業 5 5 2 12
印刷業 2 2 1 5
通信業 1 1
建設業 3 1 4
卸業 1 2 3
飲食業 1 1
小売業 2 1 3
出版業 1 1
派遣業 1 1



































R R2 回帰式 R R2 回帰式 R R2 回帰式
実行力 0.461 0.212 y=0.376x+0.776 0.893 0.797 y=0.991x-0.541 0.649 0.422 y=0.836x-0.030
経常利益率％ 0.104 0.011 y=1.229x-6.111 0.666 0.444 y=4.746x-14.292 0.348 0.122 y=4.662x-1.648
実行力 経常利益率％ 0.263 0.069 y=3.792x-9.418 0.700 0.490 y=4.495x-11.026 0.531 0.262 y=5.507x-1.419
危機意識






























-0.7 3.2合計 30 1.8 2.9 1.0 1.5 2.3 0.8
平均経常利益率　％
再生前 再生後 差異
停滞企業 10 1.6 2.3 0.7 1.3 1.6 0.3
破綻企業 5 1.0 1.6 0.6 1.0 1.0 0.0
企業群 社数 再生前 再生後 差異 再生前 再生後 差異










































































　企業番号 1～ 15：再生企業、16 ～ 25：停滞企業、26 ～ 30：破綻企業である。また、白抜
グラフが再生前で、黒塗りが再生後である。
　再生後の「経常利益率」実績が「再生企業」15 社のうち企業番号 12 を除いて「経常利益率」
が 1位～ 14 位までを占める（12 番企業は 16 位）。「破綻企業」5社は 23,24,25,26,29 位と下位
に位置している。この「再生企業」と「破綻企業」の中間の再生後の「経常利益率」を占めて
いるのが「停滞企業」である。なお、NO.20 が最下位 30 位に位置しているが、所有不動産を
処分して経営をつないでいる状況で、それがなければ「破綻企業」に分類されていることになる。
図 10　「再生前・後」企業別経常利益率％
　前述した図 3,4 および図 5,6 における再生前後の「危機意識－実行力」相関、「実行力－経常






















操業期間 平均年数 創業者 2代目以降 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上
再生Ａ企業 6 16～67年 48.2 2 4 2 4
再生Ｂ企業 9 12～55年 36.9 7 2 4 2 3
停滞企業 10 36～68年 55.4 2 8 2 1 5 2
破綻企業 5 34～70年 49.8 1 4 2 2 1








R R2 回帰式 R R2 回帰式 R R2 回帰式
実行力 0.461 0.212 y=0.376x+0.776 0.893 0.797 y=0.991x-0.541 0.649 0.422 y=0.836x-0.030
経常利益率％ 0.104 0.011 y=1.229x-6.111 0.666 0.444 y=4.746x-14.292 0.348 0.122 y=4.662x-1.648
実行力 経常利益率％ 0.263 0.069 y=3.792x-9.418 0.700 0.490 y=4.495x-11.026 0.531 0.262 y=5.507x-1.419
実行力 0.332 0.110 y=0.300x+0.860 0.875 0.765 y=1.036x-0.674 0.636 0.405 y=0.810x+0.083
経常利益率％ 0.266 0.071 y=3.520x-11.608 0.568 0.323 y=4.208x-12.141 0.361 0.130 y=3.337x+1.819
実行力 経常利益率％ 0.384 0.148 y=5.619x-13.334 0.599 0.358 y=3.741x-8.589 0.398 0.158 y=2.886x+2.670
実行力 0.272 0.075 y=0.222x+0.889 0.617 0.381 y=0.527x+0.311 0.354 0.125 y=0.300x+0.000
経常利益率％ -0.158 0.025 y=-3.372x-1.472 0.028 0.001 y=0.262x-6.735 0.164 0.027 y=3.360x-2.240



























生 /破綻」企業群間の平均値の差は「再生後」において全て P=0.0000 と高度の有意差が認め
られる。これによって「再生」と「停滞」の結果の差はここに大きく表れていることが分かる。
表 7　企業群間における各特性の平均値の差の検定
平均値 分散 P 平均値 分散 P 平均値 分散 P
危機意識 再生 2.267 0.352 0.0041 3.667 0.381 0.0000 1.400 0.257 0.0011
停滞 1.600 0.267 2.300 0.233 0.700 0.233
実行力 再生 1.733 0.352 0.0337 3.200 0.600 0.0000 1.467 0.267 0.0000
停滞 1.300 0.233 1.600 0.267 0.300 0.233
経常利益率％ 再生 -1.520 11.947 0.0126 4.820 11.900 0.0000 6.340 18.014 0.1989
停滞 -9.140 136.589 -4.760 33.789 4.380 51.351
危機意識 再生 2.267 0.352 0.0001 3.667 0.381 0.0000 1.400 0.257 0.0038
破綻 1.000 0.000 1.600 0.300 0.600 0.300
実行力 再生 1.733 0.352 0.0071 3.200 0.600 0.0000 1.467 0.267 0.0000
破綻 1.000 0.000 1.000 0.000 0.000 0.000
経常利益率％ 再生 -1.520 11.947 0.2887 4.820 11.900 0.0000 6.340 18.014 0.0000
破綻 -0.300 36.185 -9.060 13.373 -8.760 91.248
危機意識 停滞 1.600 0.267 0.0121 2.300 0.233 0.0124 0.700 0.233 0.3614
破綻 1.000 0.000 1.600 0.300 0.600 0.300
実行力 停滞 1.300 0.233 0.0980 1.600 0.267 0.0121 0.300 0.233 0.0980
破綻 1.000 0.000 1.000 0.000 0.000 0.000
経常利益率％ 停滞 -9.140 136.589 0.0702 -4.760 33.789 0.0792 4.380 51.351 0.0050


















において R=0.747 と相関関係があるように考えられるが、図 12 に示すように、再生企業全体
としては相関関係があるということで、「再生A」と「再生B」の相関の差ではない。
表 8　「再生 A・B」の各特性間の相関関係
R R2 回帰式 R R2 回帰式 R R2 回帰式
実行力 0.216 0.047 y=0.216x+1.243 0.747 0.558 y=0.937x-0.674 0.327 0.107 y=0.333x+1.000
経常利益率％ -0.029 0.001 y=-0.166x-1.143 0.215 0.046 y=1.200x+0.420 0.168 0.028 y=1.406x+4.372




Y 再生前 再生後 変化





表 9　「再生 A」と「再生 B」の各特性の平均値の差の検定
特性 再生前 変化 再生後
危機意識 0.3682 0.2764 0.2067
実行力 0.1132 0.1168 0.4488








































14.8 点（1項目当り 3.7 点）に対して「再生B」の評価点は 10.0 点（1項目当り 2.5 点）という





































再生A 14.833 2.167 0.000071
再生B 10.000 3.500
再生A 14.833 2.167 0.000000
停滞 7.300 1.344
再生A 14.833 2.167 0.000001
破綻 5.200 1.700
再生B 10.000 3.500 0.000676
停滞 7.300 1.344
再生B 10.000 3.500 0.000141
破綻 5.200 1.700
停滞 7.300 1.344 0.003622
破綻 5.200 1.700
企業群 計画推進力評価　点
　表 11 により、「再生 B」の計画施策に対する実行の程度は、1項目当り 2.5 点と計画施策に
























　表 7のように「停滞企業群」の「実行力」の変化が 1.3 点⇒ 1.6 点の 0.3 点と低い上に、表
－ 49 －
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①…経営者の経営意欲自体が低い。（表 7における危機意識が 1.6 ⇒ 2.3 と +0.7 程度しか改善さ
れない）


















①…前項表 4の「破綻企業群」欄に示すように、経営者特性は危機意識 1.0 ⇒ 1.6 と最低レベル
であるとともに、実行力も1.0 ⇒ 1.0 点と再生活動期間において改善の実行がなされなかった。
②…不適正会計や経営意識・経営姿勢問題により大幅債務超過となり、メインバンクから融資
が受けられなくなった。本来はこれに対応すべく再生活動に取組まねばならないが、各企






































　要約すると 3.4.1 表 3 に示すように「再生前」は、再生施策実行前であり相関関係は見られ
ないが、「再生後」は「危機意識－実行力」はR=0.893、「実行力－経常利益率」はR=0.700 と
共に強い相関関係にある。
　これらによって、前述 2.4 の図 2 に示す究明点 1、つまり危機意識変化が実行力を改善させ
経常利益率に大きな影響を与える再生メカニズムが立証された。
　また、前述 3.4.2 の表 4 と 4.3.1 の表 7 に示すように「再生企業」「停滞企業」「破綻企業」群
間における「危機意識」「実行力」の群平均値の差は再生後において高度または 1％有意で差
があり、経常利益率の群平均値も明らかに大きな差異がある。


























対して前述「計画推進力評価基準」（4.3.2 表 10 参照）をもとに計画に対する推進状況と企業
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